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１【臨時報告書の訂正報告書の提出理由】

　2022年12月14日付で金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の

規定に基づき提出した臨時報告書、並びに2023年１月12日付で金融商品取引法第24条の５第５項の規定に基づき提出し

た臨時報告書の訂正報告書の記載事項のうち、未定としておりました事項が確定いたしましたので、金融商品取引法第

24条の５第５項の規定に基づき、臨時報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】

（１）本吸収分割の相手会社に関する事項

　　④提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

（３）本吸収分割の方法、吸収分割に係る割当ての内容その他の吸収分割契約の内容

　　③本吸収分割の日程

（５）本吸収分割の後の吸収分割承継会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の

額、総資産の額及び事業の内容

 

３【訂正内容】

　2022年12月14日提出の臨時報告書及び2023年１月12日提出の臨時報告書の訂正報告書からの訂正箇所は＿を付してお

ります。

 

（１）本吸収分割の相手会社に関する事項

　④提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

　（訂正前）

資本関係

当社100％出資の連結子会社であります。

なお、本第三者割当増資により、当社の出資比率は65％、今治造船の出資比率は35％と

なる予定です。

人的関係

当社職員が新会社の代表取締役を兼務しております。

なお、本第三者割当増資後、新会社の取締役として当社から４名、今治造船から２名指

名し、新会社の監査役として当社から１名指名する予定です。また、当社及び今治造船

から新会社へ従業員を出向させる予定です。

取引関係
事業を開始していないため、当社との取引関係はありません。

事業開始後は、当社より新造舶用原動機を受注する予定です。

 

　（訂正後）

資本関係

当社100％出資の連結子会社であります。

なお、本第三者割当増資により、当社の出資比率は65％、今治造船の出資比率は35％と

なりました。

人的関係

当社職員が新会社の代表取締役を兼務しております。

なお、本第三者割当増資後、新会社の取締役として当社から４名、今治造船から２名指

名し、新会社の監査役として当社から１名指名しております。また、当社及び今治造船

から新会社へ従業員を出向させています。

取引関係 当社より新造舶用原動機を受注する予定です。

 

（３）本吸収分割の方法、吸収分割に係る割当ての内容その他の吸収分割契約の内容

　③本吸収分割の日程

　（訂正前）

新会社の設立日 2022年11月24日

吸収分割契約締結取締役会承認日 2022年12月14日

吸収分割契約締結日 2022年12月14日

吸収分割の効力発生日（新会社の事業開始日） 2023年４月１日（予定）

（注）本吸収分割は、当社においては会社法第784条第２項に定める要件を満たす簡易分割、新会社においては会社

法第796条第１項に定める要件を満たす略式分割に該当するため、いずれも株主総会決議による承認を得る

ことなく行います。

 

　（訂正後）

新会社の設立日 2022年11月24日

吸収分割契約締結取締役会承認日 2022年12月14日
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吸収分割契約締結日 2022年12月14日

吸収分割の効力発生日（新会社の事業開始日） 2023年４月１日

（注）本吸収分割は、当社においては会社法第784条第２項に定める要件を満たす簡易分割、新会社においては会社

法第796条第１項に定める要件を満たす略式分割に該当するため、いずれも株主総会決議による承認を得る

ことなく行います。

 

（５）本吸収分割の後の吸収分割承継会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の

額、総資産の額及び事業の内容

　　（訂正前）

商号 日立造船マリンエンジン株式会社 [英語名　Hitachi Zosen Marine Engine Co., Ltd.]

本店の所在地 熊本県玉名郡長洲町大字有明１番地

代表者の氏名 未定

資本金の額 1,750,065,000円（予定）

純資産の額 未定

総資産の額 未定

事業の内容 舶用原動機の製造及びアフターサービス事業

　　　（注）新会社は、本吸収分割の効力発生日と同日付で、今治造船に本第三者割当増資を実施する予定であり、上記

は第三者割当増資後の内容です。

 

　　（訂正後）

商号 日立造船マリンエンジン株式会社 [英語名　Hitachi Zosen Marine Engine Co., Ltd.]

本店の所在地 熊本県玉名郡長洲町大字有明１番地

代表者の氏名 代表取締役　取締役社長　山口　実浩

資本金の額 1,750,065,000円

純資産の額 未定

総資産の額 未定

事業の内容 舶用原動機の製造及びアフターサービス事業

　　　（注）新会社は、本吸収分割の効力発生日と同日付で、今治造船に本第三者割当増資を実施しました。上記は第三

者割当増資後の内容です。

 

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

訂正臨時報告書

3/3


	表紙
	本文
	１臨時報告書の訂正報告書の提出理由
	２訂正事項
	３訂正内容

